
 

発注情報詳細（物品・委託等） 

公告日 令和２年１０月１２日 

入札方法 入札書の持参による 公募型指名競争入札 

件名 図書館の設備・資料の除菌等対策事業における労働者派遣契約（緊急雇用創出事業） 

納入／履行場所 横浜市立図書館 １７館 

納入／履行期間等 契約決定日から令和３年２月２８日まで 

入 
札 
参 
加 
資 
格 

種目 労働者派遣 

細目 － 

所在地区分・順位 市内 

企業規模 中小企業 

その他 

①横浜市契約規則（昭和 39年３月横浜市規則第 59号）第３条第１項に掲げる者でないこと
及び同条第２項の規定により定めた資格を有する者であること。 
②入札参加意向申出締切から入札日までの間のいずれかの日において、横浜市指名停止等措
置要綱に基づく指名停止措置を受けていない者であること。 
③労働者派遣事業許可を受けている者であること。 
④緊急雇用創出事業共通仕様書を満たす事業であること。 

提出書類 
①公募型指名競争入札参加意向申出書 
②労働者派遣事業許可証の写し  

設計図書 次ページ以降 

入札参加申込締切日時 令和２年１０月２０日 午後５時００分 

指名・非指名通知日 令和２年１０月２１日 

質疑締切日時 
令和２年１０月１４日 
午後５時００分 

回答期限日時 
令和２年１０月１５日 
午後５時００分 

入札及び開札日時 令和２年１０月２２日（木）午後１時３０分 

入札及び開札場所 西区老松町１ 中央図書館５階第１会議室 

支払い条件 前金払 しない 部分払 ４回以内 契約保証 免除 

注意事項 組合とその構成員が同一の案件に参加することはできません。 

発注担当課 中央図書館企画運営課 電話  ０４５－２６２－７３３４ 
 

契約事務担当課 中央図書館企画運営課 電話  ０４５－２６２－７３３４ 
 

 



図書館の設備・資料等の除菌等対策事業における労働者派遣契約 仕様書 
 
横浜市（以下「甲」という。）及び労働者派遣をする事業主（以下「乙」という。）は、労

働者派遣契約に関し、「労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関す
る法律」（以下「労働者派遣法」という。）等を遵守し、この仕様書及び緊急雇用創出事業共
通仕様書に従い、契約を履行しなければならない。 
 
１ 契約等の担当課 
  〒220-0032 横浜市西区老松町１ 
        横浜市中央図書館企画運営課 電話 045-262-7334 
 
２ 派遣労働者の就業場所及び所在地 
  横浜市立図書館 17 館 

 施設名 所在地 
１ 横浜市中央図書館 横浜市西区老松町 1 
２ 横浜市鶴見図書館 横浜市鶴見区鶴見中央 2-10-7 
３ 横浜市神奈川図書館 横浜市神奈川区立町 20-1 
４ 横浜市中図書館 横浜市中区本牧原 16-1 
５ 横浜市南図書館 横浜市南区弘明寺町 265-1 
６ 横浜市港南図書館 横浜市港南区野庭町 125 
７ 横浜市保土ケ谷図書館 横浜市保土ケ谷区星川 1-2-1 
８ 横浜市旭図書館 横浜市旭区白根 4-6-2 
９ 横浜市磯子図書館 横浜市磯子区磯子 3-5-1 
10 横浜市金沢図書館 横浜市金沢区泥亀 2-14-5 
11 横浜市港北図書館 横浜市港北区菊名 6-18-10 
12 横浜市緑図書館 横浜市緑区十日市場町 825-1 
13 横浜市都筑図書館 横浜市都筑区茅ケ崎中央 32-1 
14 横浜市戸塚図書館 横浜市戸塚区戸塚町 127 
15 横浜市栄図書館 横浜市栄区公田町 634-9 
16 横浜市泉図書館 横浜市泉区和泉町 6207-5 
17 横浜市瀬谷図書館 横浜市瀬谷区本郷 3-22-1 

 
 
 
 
 



３ 派遣期間及び就業時間 
(1) 派遣期間 

令和２年 11月 19 日（木）から令和３年２月 28 日（日）まで（土日祝を含む） 
※ただし 12 月 29 日（火）から１月３日（日）を除く 

(2) 就業時間 
８時 45 分～16 時 00 分 
（途中、１時間の休憩含む） 

(3) 時間外労働 
  なし 
 
４ 配置人員 

中央図書館へ２名、鶴見図書館他 15 館へ各１名（別紙１のとおり） 
各就業場所で業務に従事する派遣労働者の１週間の勤務の交代は原則２名まで（中央

図書館は４名）とし、派遣期間を通じて可能な限り同一の者が従事するよう配慮すること。 
 
５ 派遣労働者の業務内容 
(1) 図書館内施設・設備の除菌 

消毒液を十分に含ませてしぼった布等で、図書館利用者や職員が接触する設備等を拭
き取り、除菌する。（設備の例：手すり、机、利用者用検索機、電話機、スイッチ等） 

(2) 図書館資料の除菌 
  消毒液を十分に含ませてしぼった布等で、図書館資料の表面を拭き取り、除菌する。 
(3) その他業務  
ア 開館準備作業 

(ア) 利用者用検索機の起動及びレシート紙の補充 
(イ) コピー機の起動及び用紙の補充 
(ウ) 利用者用筆記用具等の補充 
(エ) 「返却ポスト」収容資料の回収 

イ 図書館資料管理 
(ア) 資料の回収 

       書架から資料を回収する。回収の対象範囲については、図書館司書職員の指示に
従う。 

(イ) 資料の配架 
利用の終了した資料を、書架に配架する。 

(ウ) 資料の仕分け 
      返却された本及び搬送資料の仕分けを行う。 

(エ) 資料の書架整理 



      資料が書架上で指定された順に並んでいるか確認し、配架順と位置を揃える。 
ウ その他上記作業に付随する業務及び横浜市職員の指示による事務作業 

(4) 共通事項 
(1)から(3)で規定した各業務の従事時間と分担については、甲の指示によること。 

 
６ 派遣労働者の就労環境等 
(1) 乙は、派遣労働者を派遣する前に、雇入れ時安全教育を実施すること。 
  また、甲は、業務に従事させる前に、作業の内容について説明する。 
(2) 派遣先責任者及び派遣元責任者の選定 

甲及び乙は、契約締結時に責任者をそれぞれ１名選任するものとする。責任者は、業務
全体を統括し、甲及び乙間の連絡調整を行うものとする。 

(3) 指揮命令者等 
ア 甲は、業務内容により、派遣労働者の就業場所ごとに指揮命令者を選任するものとす
る。 

イ 派遣労働者は、業務の遂行にあたって、指揮命令者の指示に従うものとする。 
ウ 派遣労働者は、業務の遂行にあたって、職員及びその他労働者と連携を密にすること。 

 
７ 派遣労働者の資質 

乙は、派遣労働者の人選にあたって、当該業務の適性の有無に関し、次の各点について
甲の意見を尊重すること。 

(1) 挨拶・報告・連絡・相談等、事務作業で必要なコミュニケーション能力を有して 
いること。 

(2) 就業時間中は職務に専念し、公務に従事することの自覚を持った良好な勤務態度を持続
できること。（無断離席・私語の禁止） 

 
８ 情報、書類・物品等の適正な取扱い 
(1) 情報の取扱い 

乙及び派遣労働者は、業務において知り得た機密その他の情報を他に漏洩してはなら
ない。従事を終えた後も同様とする。 

(2) 書類・物品等の適正な管理・取扱い 
乙及び派遣労働者は、業務の履行に必要な書類・物品の授受、処理、保管その他の管理

にあたっては、漏洩、滅失、き損等を防止し、その適正な管理を図らなければならない。 
また、乙及び派遣労働者は、業務の履行のために甲から提供された支給品、貸与品、デ

ータ等を業務の履行以外の用途のために複写もしくは複製、第三者への提供及び外部へ
の持ち出しを行ってはならない。 

 



９ 派遣労働者からの苦情処理 
(1) 苦情の申出を受ける者 

甲及び乙は、契約締結時に派遣労働者からの苦情の申出を受ける者を１名選任するも
のとする。 

(2) 苦情処理方法・連絡体制 
ア 甲及び乙における（1）で選任された者が派遣労働者から苦情の申出を受けたときは、
ただちに６(2)で選任された甲又は乙の責任者へ連絡することとし、当該甲又は乙の責
任者が中心となって、誠意をもって、遅滞なく当該苦情の適切かつ迅速な処理を図るこ
ととし、その結果について必ず派遣労働者に通知することとする。 

イ 甲及び乙は、自らでその解決が容易であり、即時に処理した苦情の他は、相互に遅滞
なく通知するとともに、密接に連絡調整を行いつつ、その解決を図ることとする。 

 
10 派遣労働者の福利の増進のための便宜の供与 

甲は、派遣労働者に対し、休憩場所等の利用について、派遣労働者の就業場所に勤務す
る本市職員と同様に取り扱うこととする。 

 
11 労働・社会保険の適用の促進 

乙は、労働保険及び社会保険の加入基準を満たす労働者を派遣するときは、全て加入さ
せてから派遣すること。ただし、新規雇用者を派遣する場合は、派遣開始後に加入基準を
満たし次第、速やかに加入させること。 

 
12 交通費 

派遣労働者の自宅から就業場所までの交通費は乙の負担とする。 
 
13 その他特記事項 
(1) 自己の雇用する派遣労働者以外の派遣の禁止 

乙は、自己の雇用する派遣労働者以外を甲に派遣してはならない。 
(2) 名簿の提出 

乙は、甲の派遣先管理台帳作成等のため、それぞれの業務に従事する派遣労働者の名簿
を業務従事前に提出すること。 

(3) 派遣労働者の交代 
甲は、乙の派遣労働者が業務の遂行にあたり不適切と認められる場合は、その理由を明

示して、当該派遣労働者の交代を乙に要請することができるものとする。 
(4) 名札の着用 
  派遣労働者は、就業時間中、名札を着用すること。名札は横浜市職員の名札と同程度の
寸法とし、姓を必ず載せること。 



  乙は、派遣労働者に対し、名札及び名札を着用するためのフォルダ等を支給すること。
ただし、名札のデザイン等については、甲と協議すること。 

(5) 服装・身だしなみ 
派遣労働者の服装・身だしなみは、清潔さ・さわやかさ・働きやすさを基本とする。市

民の目に触れる職場である点に配慮し、不適切なものは避けなければならない。 
(6) 派遣料金の請求 
 ア 派遣料金は、派遣労働者の実働時間に応じて決定する。 
 イ 不可抗力により派遣社員が就労しない場合には、乙は、甲に派遣料金を請求できない。 
(7) 派遣料金の計算 
 ア 勤務時間は、５分単位で計算し端数は切り捨てとする。 
 イ 派遣料金算定の際、円未満の端数が生じたときは、これを四捨五入し、派遣料金に消

費税及び地方消費税を乗じた際に円未満の端数が生じたときには、これを切り捨てる
ものとする。 

(8) 許可書の明示 
乙は、甲に対して契約締結時に「一般労働者派遣事業」の許可書を明示すること。 

(9) その他 
具体的な業務内容及び事務の流れは、各図書館担当者からの説明及び指示に従うこと。

この仕様書に定めない事項については、労働者派遣法及び横浜市契約規則の定めるとこ
ろによるほか、必要に応じて、甲及び乙は信義誠実の原則に従い協議して定める。 

 



別紙１

令和２年11月19日（木）から令和３年２月28日（日）の毎日
　※ただし、12月29日（火）から１月３日（日）を除く
各日　午前８時45分～午後４時00分（途中１時間の休憩を含む）
　※一日あたり時間数：６時間15分

館名
１日当たり
人員数

日数
１日当たり
労働時間数

延べ人員数 延べ時間数

中央図書館 2 192 1,200
鶴見図書館 1 96 600
神奈川図書館 1 96 600
中図書館 1 96 600
南図書館 1 96 600
港南図書館 1 96 600
保土ケ谷図書館 1 96 600
旭図書館 1 96 600
磯子図書館 1 96 600
金沢図書館 1 96 600
港北図書館 1 96 600
緑図書館 1 96 600
都筑図書館 1 96 600
戸塚図書館 1 96 600
栄図書館 1 96 600
泉図書館 1 96 600
瀬谷図書館 1 96 600

合計 1,728 10,800

人員配置表

雇用期間

96 6.25

勤務時間



緊 急 雇 用 創 出 事 業 共 通 仕 様 書 

 

１ 新規に雇用する失業者等について 

（1）新規雇用の失業者等について 

新型コロナウイルス感染症の影響により、解雇、雇い止め、内定取り消し等、職

を失った方や就労機会が減少した方（市内在住者）を新たに雇用すること。なお、雇

用形態については、正規・非正規を問わず、対象とする。 

※ この事業において「失業状態等」とは、次のいずれかの状態 

ア 公共職業安定所に求職申込を行っており、紹介されればすぐに就職できる 

イ その他の方法(民間職業紹介機関、求人情報誌の活用等)で求職活動を行って

おり、紹介されればすぐに就職できる 

ウ 就業機会が減少している 

（2）新規雇用者の募集について 

   新規雇用の失業者等の募集にあたっては、公共職業安定所への求人申込みや、失

業者等が容易に知り得るようホームページ等で公開し募集すること。 

（3）「失業状態等」であることの確認方法について 

   次のいずれかの書類（複数可）を応募者から提出させ確認すること。この際、応

募者に対して事業の趣旨を説明し、委託業務の検査等において提出した書類が閲覧

される可能性がある旨を伝え、了承を得ること。 

   ア 雇用保険受給資格者証の写し 

   イ 離職票の写し 

   ウ 公共職業安定所へ求職申し込みを行った際の求職受付票の写し 

   エ 廃業届の写し（元自営業者の場合） 

   オ 令和２年１月以降の給与明細書の写し 

   カ その他、失業状態又は就業機会が減少していることの申立書（任意の様式） 

 

２ 事業費に占める人件費及び雇用者数の割合について 

   事業費に占める全労働者の人件費割合が概ね７割以上を目標とし、やむを得ない事

情がある場合でも最低５割の確保、かつ事業を実施するにあたり、事業に従事する全

労働者に占める割合の５割以上を解雇、雇い止め、内定取り消し等、職を失った方や

就業機会が減少した方（市内在住者）を新たに雇用すること。 

※１ 確保する人件費（比率）の考え方 

    税抜き同士で比較：人件費（実際に負担する額）／契約金額（税抜き） 

      又 は 

    税込み同士で比較：人件費（実際に負担する額×110％）／契約金額（税込み） 

 ※２ ※１の「人件費」は、今回の委託業務に従事する全労働者の人件費で、本人に

支払われる給与、通勤手当、賞与及び退職手当等の諸手当、社会保険料の事業

主分等が含まれる。また、専属的に従事していない者の人件費は、日数で案分

する等で算出すること。 



※３ 新規雇用失業者等の割合の考え方 

   本事業に従事する全労働者数×５割 ≦ 新たに雇用した人数 

 

３ 会計帳簿類等の整備について 

勘定元帳、現金出納簿等の会計関係帳簿類や出勤簿、賃金台帳、勤務日報等の労働

関係帳簿類を整備すること。 

 

４ 関係資料等の作成 

  該当事業の契約締結後、速やかに「新規雇用等計画書【様式１】」を、また、事業 

 終了後 10営業日以内に「実施状況報告書【様式２】」を提出すること。 

 

５ 雇用状態等の確認について 

労働者数の状況、新規雇用失業者等の状況等について実施状況報告書【様式２】を

提出する際には、根拠となる資料（賃金台帳や出勤簿など）を提示すること。 

 

６ 雇用期間終了後のアンケート等の実施 

  当該事業終了後、当該事業において雇用した失業者等に対するアンケート等を本市

が実施する場合、受託者はこれに協力すること。 

 

７ 委託費の返還等について 

 当該事業において、第 1項に定める新規雇用の失業者等の取扱いや、第２項に定め

る事業費に占める人件費及び雇用者数の割合等を達成出来なかった場合は、事業の停

止、委託契約額の一部または全部について返還を求める場合がある。 

 

 



様式１

緊急雇用創出事業  新規雇用計画書

事業者名 提出日

１　事業費

事業費総額 うち人件費 割合 うち新規雇用者の人件費

円 円 円

円 円 円

２　労働者数

人 人 人

※　委託事業の契約締結後に提出すること。

事業名

区分

税抜き

税込み

事業に従事する全労働者数 新規雇用者数 割合 その他の労働者数



様式２

緊急雇用創出事業 　実施状況報告書

事業者名 提出日

１　事業費

事業費総額 うち人件費 割合 うち新規雇用者の人件費

円 円 円

円 円 円

２　労働者数

人 人 人

○新規雇用の失業者等の内訳

(1)　男女別　（合計が「新規雇用者数」と一致していることを確認すること。）

男性 女性

人 人 人

(2)　現在の状況に至った経緯　（合計が「新規雇用者数」と一致していることを確認すること。）

解雇 雇止め 内定取消 就業機会の減少

人 人 人 人 人 人

(3)　雇用前の状況別　（合計が「新規雇用者数」と一致していることを確認すること。）

正規雇用社員 派遣社員 契約社員 パート・アルバイト 嘱託 その他（　　　） 合計

人 人 人 人 人 人 人 人 人

(4)　年齢層別　（合計が「新規雇用者数」と一致していることを確認すること。）

15～24歳 25～34歳 35～44歳 45～54歳

人 人 人 人 人 人

※　事業終了後に報告すること。

事業名

区分

税抜き

税込み

事業に従事する全労働者数 新規雇用者数 割合 その他の労働者数

合計

その他（　　　） 合計

自営業 学生

55歳以上 合計
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